
7.政策提言 
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地域活性化のために大学は 

①他県からの進学者に対する経済的支援制度 
 

②留学生の受け入れ体制の強化    
                 をすべきだ！ 

私たちの分析 

他県からの進学者が増えるほど、経済波及効果が大きくなる 

長崎の事例 

長崎県では大学の経済波及効果を増大させて地域活性化しようとしている 
 ・学生確保のための産学官市民連携による給付型奨学金ファンドの創設 
 ・優秀な留学生を受入れるための諸政策の充実（国際交流を通じた教育
の充実） 
 ・優秀な教授陣の確保に対する支援策強化（研究の充実） 

政策提言【経済効果】 

＋ 



政策提言【教育】 

高等教育機関としての大学の魅力をもっと外部に伝えるために・・・ 

①地域の広報誌に大学の情報の記載を! 

②定例記者会見の義務付けをしよう！ 

～大学を地域に伝える現状～ 

文部科学省（2010）の多くの大学へのヒアリング調査からで明らかになった課題 

大学は「一般的なカルチャーセンター等との棲み分けを意識」する必要！ 

地域住民のニーズがある公開講座を行うことで地域に貢献 

＋  

「高等教育機関」として地域貢献することも 
重視する必要アリ！ 

さらに・・・ 
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文系大学の地域活性化への可能性 
ーヒアリング調査ー 

釧路公立大学 地域経済研究センター長 
佐野 修久教授 

「教育、研究を社会貢献につなげていく」 
 

「地方に大学があることで、地域の企業・自治体にアドバイスをし、
それによって地域の企業の活動を活発にさせることや、 

自治体経営の健全化をはかることができる。 
そういった意味でも、大学は地方にあればあるほど重要である」 

文系大学は地域との連携によって 
大学としての機能を地域に還元することが出来る 
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政策提言【研究】 

地域との連携を深め、その地域の特色にあった活動を行うためには・・・ 

自治体・企業と連携協定を結ぶ 

地方大学239大学のうち自治体・企業と何らかの連携協定を結んでいる大学は 

 自治体：129大学／企業：116大学 
（全体の約5割） 

地域活性化へ今以上に貢献するためには 
大学はもっと協定を結び自治体・企業との協力体制を整えるべき！ 

地方大学における自治体・企業との連携協定の現状 

①連携窓口の設置 
②大学の情報を積極的に公開する 

③大学・教員の地域への積極的な働きかけを行う 

自治体・企業との連携を容易にするための 
大学づくりを行っていく 



48 

これからの地方大学は・・・ 

学生 地域 企業 

進学したい！利用したい！連携したい！ 

魅力ある大学づくりをしていこう！ 



 直接効果（学生の消費額）の精緻化 
  その他の地域活性化指標（税収効果等）の分析 
 
 大学立地による進学率の上昇の因果関係の検証 
  
 研究効果の定量分析による可視化の必要性  
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今後の研究課題 
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ご清聴ありがとうございました！ 


